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１ 要旨

2022（令和4）年度の県内温室効果ガス排出量（速報値）は、2,763万 t-CO2 で、基準年

度の2013（平成25）年度から21.2％減少した。

なお、前年度（2021（令和元）年度）（2,810万 t-CO2）からは1.7％の減少であった。

２ 実行計画

（１）計画期間

2022（令和４）年度から2030（令和12）年度までの9年間

（２）目標

表１ 2022（令和4）年度排出量（速報値）

３ 温室効果ガスの排出状況

表２ 温室効果ガスの排出状況

（単位：万t-CO2）

注）廃棄物等：エネルギー転換部門含む
注）その他ガス：メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、代替フロン（HFCs、PFCs、SF6、NF3）

出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

基準年度 目標年度
2030（令和12）

削減目標

2022（令和4）年度

速報値

2013（平成25） 2030（令和12） △46.6％ △21.2％

＜目標＞
2030(R12)

排出量(A) 構成比 排出量(D) 構成比

（内　訳） 3,304 94.2% ▲44.5% 2,633 91.8% ▲20.3% ▲22.0% ▲0.7% ▲2.3%

産　業 1,322 37.7% ▲38.2% 1,033 36.0% ▲21.9% ▲24.0% ▲6.5% ▲5.3%

業　務 615 17.5% ▲68.9% 418 14.6% ▲32.1% ▲23.6% ▲3.5% ▲4.2%

家　庭 604 17.2% ▲46.2% 502 17.5% ▲16.8% ▲24.5% 6.6% ▲1.4%

運　輸 683 19.5% ▲34.0% 598 20.9% ▲12.4% ▲14.5% 6.6% 3.9%

廃棄物等 80 2.3% ▲37.4% 82 2.8% 1.9% ▲1.0% ▲1.2% ▲3.4%

203 5.8% ▲33.7% 234 8.2% 15.0% 10.1% ▲6.0% ▲2.0%

- - - ▲ 103 - - - ▲13.2% 6.4%

3,508 - ▲46.6% 2,763 - ▲21.2% ▲22.9% ▲1.7% ▲2.3%

＜基準年度＞
2013(H25)

2022(R4)(速報値)

排出量 排出量

その他ガス

森林吸収

総　計

部　門 2013年度比
削減率
(C-A)/A

2013年度比
削減率
(D-A)/A

(参考)国
2013年度比
削減率

対前年度比
削減率

(参考)国
対前年度比
削減率

二酸化炭素
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注）合計：産業、業務、家庭、運輸、廃棄物等、その他ガス、森林吸収の合計値
注）廃棄物等：エネルギー転換部門含む
注）その他ガス：メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、代替フロン（HFCs、PFCs、SF6、NF3）

出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

図１ 温室効果ガス排出量の推移

・2022（令和4）年度は、二酸化炭素が温室効果ガス総排出量の91.8％を占めている。

出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

図２ 温室効果ガス排出量の内訳（2022（令和4）年度）

CO2; 91.8%

CH4; 0.9%

N2O; 1.2%

HFCs; 5.8%
PFCs; 0.0% SF6; 0.2%

NF3; 0.0%
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４ 温室効果ガスの種類別状況

（１）二酸化炭素

表３ 二酸化炭素排出量
（単位：万t-CO2）

・2022（令和4）年度の二酸化炭素排出量は2,633万 t-CO2 で、前年度（2021（令和3）年度）

から0.7％減少、基準年度（2013（平成25）年度）から20.3％減少している。

・二酸化炭素排出量の構成は、産業部門39.2％、業務部門15.9％、家庭部門19.1％、運輸部

門22.7％、廃棄物等3.1％である。

・廃棄物等を除く4部門は、いずれも基準年度（2013（平成25）年度）から減少している。

出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

図３ 二酸化炭素排出量の部門別構成（2022(令和4)年度）

出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

図４ 二酸化炭素排出量の部門別削減率の基準年度（2013（平成25）年度）からの推移
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(年度）
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基準
2013(H25)

(A)

目標（2030：R12） 2021(R3)年度(確定) 2022(R4)年度(速報値)

排出量
(B)

基準比
削減率
(B-A)/A

排出量
(C)

基準比
削減率
(C-A)/A

排出量
(D)

前年比
削減率
(D-C)/C

基準比
削減率
(D-A)/A

3,304 1,834 △ 44.5% 2,652 △ 19.7% 2,633 △ 0.7% △ 20.3%
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（２）その他ガス

表４ その他ガス排出量
（単位：万t-CO2）

・その他ガスは、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）及び代替フロン類のハイドロフルオロ

カーボン類（HFCs）、パーフルオロカーボン類（PFCs）、六ふっ化硫黄（SF6）、三ふっ化窒素

の6種類で構成される。

・2022（令和4）年度のその他ガスの排出量は、前年度（2021（令和3）年度）から6.0％減少

したものの、基準年度（2013（平成25）年度）から15.0％増加している。

・特にHFCs が、ほぼ毎年前年度を上回り、基準年度（2013（平成 25）年度）の排出量から

39.7％増加したことが、その他ガス排出量増加の主要因となっている。

注）合計：CH4、N2O、HFCs、PFCs、SF6、NF3の合計値
出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

図５ その他ガス排出量の推移

・メタン、一酸化二窒素、代替フロンは、二酸化炭素より地球温暖化係数が高く、特に排出量

の増加が著しい代替フロンのHFCsは、二酸化炭素の数千～１万倍強という高い温室効果が

ある。

表５ 温室効果ガスの地球温暖化係数

注）GWP：地球温暖化係数（CO2を1とした場合の温暖化影響の強さを表す値）。ガス種は各区分の代表的なものであり、冷媒ごと
GWPは異なる。
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合

計

基準
2013(H25)

(A)

目標（2030：R12） 2021(R3)年度(確定) 2022(R4)年度(速報値)

排出量
(B)

基準比
削減率
(B-A)/A

排出量
(C)

基準比
削減率
(C-A)/A

排出量 前年比
削減率
(D-C)/C

基準比
削減率
(D-A)/A排出量(D) 構成比

203 135 △ 33.7% 249 22.3% 234 8.2% △ 6.0% 15.0%

ガス種 CO2 メタン 一酸化二窒素
HFCs

(43-10)
HFCs
(125)

HFCs
(23)

PFC-14 SF6

GWP 1 28 265 1,650 3,170 12,400 6,630 23,500
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５ 排出量を決める要因

（１）二酸化炭素

ア エネルギー消費量

表６ エネルギー排出量（二酸化炭素）
（単位：ＴＪ）

・温室効果ガスの主な排出源は、電力や化石燃料などのエネルギー消費に由来する。

・2022（令和4）年度のエネルギー消費量は310,848TJで、前年度（2021（令和3）年度）か

ら0.6％増加、基準年度（2013（平成25）年度）から13.6％減少している。

・エネルギー消費量が最も多いのは産業部門で、2022（令和4）年度は全体の41.0％を占める。

・産業、業務、家庭、輸送の各部門は、いずれも基準年度（2013（平成25）年度）から減少傾

向にあるが、運輸・家庭部門については前年度から増加した。

注）合計：産業部門、民生部門、運輸部門、エネルギー転換部門の合計値
出典：都道府県別エネルギー消費統計・温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

図６ エネルギー消費量の推移
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（年度）

産業部門

業務部門

家庭部門

運輸部門

エネルギー転換部門

合

計

基準年 2021(R3)年度(確定) 2022(R4)年度(速報値)

2013(H25)
(A)

エネルギー消費量
(B)

基準比
削減率
(B-A)/A

エネルギー消費量
(C)

前年比
削減率

（C-B）/B

基準比
削減率
(C-A)/A

359,820 308,860 △ 14.2% 310,848 0.6% △ 13.6%



18

出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

図７ エネルギー消費量の部門別構成（2022（令和4)年度）

出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

図８ エネルギー消費量の部門別推移（基準年度（2013（平成25）年度）からの減少率）

イ 排出係数

・温室効果ガス排出量は、エネルギー使用量等の活動量に、排出係数を乗じることで求められ

る。石油や石炭などの化石燃料の排出係数は概ね一定であるが、電力の排出係数は、発電所

の電源の構成によって毎年変動する。

・電力の排出係数は、東日本大震災後に大きく上昇したが、その後、旧式の火力発電所の停止、

新型火力発電所の運転、再生可能エネルギーの普及等により、2013年度（基準年度：0.533）

をピークに改善されてきた。

・2022（令和4）年度の電力排出係数は、基準年度（2013（平成25）年度）からは16.4％減少

し、0.445の水準まで低下した。減少の主な要因として、再生可能エネルギーの導入拡大に
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伴う電力低炭素化、発電設備の高効率化等による発電量の減少等が考えられる。

・2022（令和4）年度の電力排出係数は、前年度（2021（令和3）年度）に比べて1.8％減少し

た。前年度の増加は、新型コロナウイルス感染症からの需要の回復に伴い、発電量の増加、

火力発電の燃料構成割合の変化（石炭の増加）によるものと考えられる。

※都道府県別エネルギー消費統計から推計した値
出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

図９ 電力排出係数の推移

注）水力：3万kW以上、再エネ：水力3万kW以上、FIT電気を除く、その他：日本卸電力取引所（JEPX）からの調
達（水力、火力、原子力、FIT電気、再生可能エネルギーなどが含まれる）、他社から調達している電気で発電
所が特定できないもの

出典：中部電力決算説明資料

図１０ 電源構成（中部電力）
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（２）その他ガス

代替フロン類（HFCs）

表７ エネルギー排出量（その他ガス：代替フロン類（HFCs））
（単位：万t-CO2）

・代替フロンは、オゾン層を破壊するとして生産・消費が廃止された特定フロンの代替として

利用が進んでいる。

・2013（平成25）年度からの排出量増加については、HFCsは空調機・冷凍機等の冷媒として

用いられており、HFCsを用いた機器は、全国的に増加傾向にある。それらの機器の製造・使

用時の漏出に加え、廃棄時の代替フロンの回収率は４割程度で推移していることが、基準年

度（2013（平成25）年度）からの排出量増加の要因であると考えられる。

・2022（令和４）年度に前年度から減少したのは、業務用冷凍空調機器における地球温暖化係

数の低い冷媒への転換等による使用時排出量の減少と廃棄時のHFCs回収量の増加によるも

のと考えられる。

注）ＢＡＵ：Ｂuｓｉｎｅｓｓ Ａｓ Ｕｓｕａｌ ※フロン分野の排出推計においては、現状の対策を継続した場合の
推計を示す。

注）実績は政府発表値。2020年予測は、冷凍空調機器出荷台数（日本冷凍空調工業会）等から経済産業省が試算。
出典：フロンを取り巻く動向とフロン排出抑制法の概要（環境省、経済産業

省、平成30年5月）

図１１ 冷凍空調機器における冷媒の市中ストック（BAU推計）

基準
2013(H25)

(A)

目標（2030：R12） 2021(R3)年度(確定) 2022(R4)年度(速報値)

排出量
(B)

基準比
削減率
(B-A)/A

排出量
(C)

基準比
削減率
(C-A)/A

排出量 前年比
削減率
(D-C)/C

基準比
削減率
(D-A)/A排出量(D) 構成比

120 70 △ 41.5% 181 51.4% 167 5.8% △ 7.8% 39.7%
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６ 再生可能エネルギー導入状況

・県内の再生可能エネルギー導入量は毎年増加しており、太陽光発電が全体の約57％を占め

ている。

・再生可能エネルギーの導入により、自家消費による購入電力の減少、及び売電によって電力

会社の排出係数の低下に貢献していると考えられる。

注）合計：発電（太陽光、風力、バイオマス、その他、中小水力、温泉熱）、熱利用（太陽熱、バイオマス）の合計
値

注）発電その他は、中小水力と温泉熱の合算
出典：静岡県エネルギー政策課

図１２ 県内の再生可能エネルギー導入量の推移

表８ 再生可能エネルギー導入状況

出典：静岡県エネルギー政策課
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太陽光 152.0 21.3 172.7 24.2 193.2 27.0 210.7 29.5 226.3 31.7 238.3 33.3 249.8 35.0

風力 17.7 3.7 17.7 3.7 17.7 3.7 19.1 4.0 21.3 4.4 21.1 4.4 20.9 4.4
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７ 森林吸収量

・パリ協定締結国は、自国の削減目標（NDC）を条約事務局に登録する。パリ協定NDCにおい

て、我が国は京都議定書※の下で採用していた具体的な管理活動実施対象地における吸収量

を排出削減目標利用するアプローチを継続することとしており、森林吸収源については、1990

年時点を起点として、以下の活動が生じた土地のみが対象となっている。

新規植林・再植林：森林以外の土地に植林し、新たに森林になった土地（対象は少い）。

森林経営：適切に森林整備が行われている（対象地は多い）。

・森林吸収量としてカウント可能な森林は、パリ協定第５条で規定された1990年人為的活動

が行われた森林で、「新規植林」「再植林」「森林経営」に限定される。

・森林吸収量対象森林の大部分を占めるのが「森林経営」であり、開発等で森林でなくなった

場所は差し引かれる。

・静岡県内の森林は全体的に高齢級化が進んでおり、森林吸収量は横ばいとなっている。

表９ 森林吸収量（2022（令和4）年度）

注）パリ協定（2016年）に基づく算出方法に変更している。参考値のため、国の内訳は合計値と一致しない。

※京都議定書

1990年以降に新たに森林化した「新規植林」、「再植林」

1990年以降に新たに間伐等を行った森林「森林経営」

出典：森林吸収源について（2023（令和５）年７月：環境省）

出典：林野庁森林整備部 貴都道府県における森林吸収量の算定結果（概算）

図１３ 県内のNDCにおける森林吸収量の推移

（単位：万t-CO2）

吸収源活動
2022（R4）年度

（国）

2022（R4）年度

（県）

森林吸収源対策

新規植林・再植林活動 -145
2.7

森林減少活動 276

森林経営活動 -4,699 -106.0

パリ協定ＮＤＣ（国が決定する貢献）に基づく算出

方法に基づく森林吸収源対策による吸収量
-4,210 -103.3

合計 -4,210 -103.3
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参考資料

二酸化炭素の部門別排出状況及びエネルギー消費量等の分析

１ 産業部門

（１）排出状況

参考表１ 産業部門 二酸化炭素排出量
（単位：万t-CO2）

・産業部門は、二酸化炭素排出量の36.0％を占めている。排出量の大半は製造業であり、産業

部門全体の排出量の92.7％を占めている。

・2022（令和4）年度の産業部門の二酸化炭素排出量は1,033万 t-CO2 で、前年度（2021（令

和3）年度）から6.5％減少、基準年度（2013（平成25）年度）から21.9％減少している。

・2022（令和4）年度の排出量の燃料別構成では、電力が52.1％を占め、次いで都市ガス24.0％、

重油・原油8.6％などとなっている。

・排出量の大半を占める製造業の業種別では、パルプ･紙･紙加工品製造業（同△34.8％）、化

学工業（同 △27.5％）の順で減少傾向にある。

注）合計：製造業、農林水産鉱建設業の合計値
出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図１ 産業部門 二酸化炭素排出量の推移
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合
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2013(H25)

(A)

目標（2030：R12） 2021(R3)年度(確定) 2022(R4)年度(速報値)

排出量
(B)

基準比
削減率
(B-A)/A

排出量
(C)

基準比
削減率
(C-A)/A

排出量 前年比
削減率
(D-C)/C

基準比
削減率
(D-A)/A排出量(D) 構成比

1,322 817 △ 38.2% 1,105 △ 16.4% 1,033 36.0% △ 6.5% △ 21.9%
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出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図２ 産業部門 二酸化炭素排出量の燃料別構成（2022（令和4）年度）

注）「化学・化繊」は化学工業（含石油石炭製品）、「紙パ」はパルプ･紙･紙加工品製造業、
「鉄鋼・非鉄・窯業土石」は窯業･土石製品製造業、鉄鋼･非鉄･金属製品製造業、「機械」は各種機械器具製造業、
「食品」は食品飲料製造業を示す。

出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図３ 産業部門 二酸化炭素排出量（製造業）の業種別推移
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（２）エネルギー消費量等の分析

参考表２ 産業部門 エネルギー消費量
（単位：ＴＪ）

・2022（令和4）年度の産業部門のエネルギー消費量は127,386TJで、前年度（2021（令和3）

年度）から4.3％減少、基準年度（2013（平成25）年度）から11.5％減少している。

・産業部門のエネルギー消費量の大半を製造業が占める。

・製造業のGDPが増加し、生産活動が回復傾向を示す中、エネルギー消費量の減少は事業者の

省エネ対策導入効果や生産効率の向上が伺える。

注）合計：製造業、農林水産鉱建設業の合計値
出典：都道府県別エネルギー消費統計・温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図４ 産業部門 エネルギー使用量の推移

参考図５ 産業部門 製造業のエネルギー消費量と県内総生産
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2013(H25)
(A)
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(B)

基準比
削減率
(B-A)/A

エネルギー消費量
(C)

前年比
削減率

（C-B）/B

基準比
削減率
(C-A)/A

143,934 133,126 △ 7.5% 127,386 △ 4.3% △ 11.5%

※
コ
ロ
ナ

出典：都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギー庁）、温室効果
ガス排出量算定調査（静岡県）・静岡県の県民経済計算（静岡県）
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・産業部門のエネルギー別の消費量の割合は、2022（令和4）年度は都市ガス、電力が特に多

く、そのほか重質油製品等（原油を含む）、石炭・石油製品、石油ガスなどとなっている。

・基準年度（2013（平成25）年度）に比べて、重質油製品の割合が減少（△ 61.5％）し、都

市ガス（＋16.2％）は増加している。

・製造業において、二酸化炭素の排出係数の大きい重油の使用量が減少し、二酸化炭素の排出

係数の小さい都市ガスの使用量が増加するなど、燃料転換が進んだことも二酸化炭素排出量

の減少につながっているものと考えられる。

出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図６ 産業部門 エネルギー別の構成比

・産業部門のエネルギー使用量の大半を占める製造業について業種別に見ると、2022（令和

4）年度では紙パ（パルプ・紙（加工品））（30％）と機械（27％）で約50％を占める。

注）合計：化学･化繊、紙パ、鉄鋼･非鉄･窯業土、機械、食品、他業種･中小製造業の合計値
出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図７ 産業部門 製造業の業種別エネルギー消費量
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・製造品出荷額等の動向を見ると、2020（令和２）年度に新型コロナウイルス感染症の感染拡

大等の影響を受けて減少した生産活動から回復傾向を示している。

資料：～2020：工業統計、2021～：経済構造実態調査

参考図８ 産業部門 製造業の業種別製造品出荷額等の推移

＜主要な業種の動向＞

パルプ・紙（加工品）業

・2022（令和4）年度のエネルギー消費量は、基準年度（2013（平成25）年度）の41.9千 TJ

から30.0千 TJに28.3％減少している。

・2022（令和4）年度の製造品出荷額等は、基準年度（2013（平成25）年度）から24.1％増

加、前年度（2021（令和3）年度）から5.6％増加している。

・製造品出荷額等の増加は新型コロナウイルス感染症からの該当業種の需要の回復によるも

のと考えられ、エネルギー消費量の減少は事業者の省エネ対策導入効果や生産効率の向上

が伺える。

出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図９ 産業部門 パルプ・紙（加工品）業のエネルギー消費量と製造品出荷額等
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機械製造業

・2022（令和4）年度のエネルギー消費量は、基準年度（2013（平成25）年度）の31.4千 TJ

から2022（令和4）年度の26.7千 TJに 14.8％減少している。

・2022（令和4）年度の製造品出荷額等は、基準年度（2013（平成25）年度）から17.2％増

加、前年度（2021（令和3）年度）から10.8％増加している。

・製造品出荷額等の増加は新型コロナウイルス感染症からの該当業種の需要の回復によるも

のと考えられ、エネルギー消費量の減少は事業者の省エネ対策導入効果や生産効率の向上

が伺える。

出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図１０ 産業部門 機械製造業のエネルギー消費量と製造品出荷額等
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２ 業務部門

（１）排出状況

参考表３ 業務部門 二酸化炭素排出量
（単位：万t-CO2）

・2022（令和4）年度の業務部門の二酸化炭素排出量は418万t-CO2 で、前年度（2021（令和

3）年度）から3.5％減少、基準年度（2013年度）から32.1％減少している。

・2022（令和4）年度の排出量の燃料別構成では、電力が69.5％を占め、次いで軽油7.6％、

都市ガス6.9％などとなっている。

出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図１１ 業務部門 二酸化炭素排出量の推移

出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図１２ 業務部門 二酸化炭素排出量の燃料別構成（2022（令和4）年度）
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（２）エネルギー消費量等の分析

参考表４ 業務部門 エネルギー消費量
（単位：ＴＪ）

・2022（令和4）年度の業務部門のエネルギー消費量は43,360TJで、前年度（2021（令和3）

年度）から0.04％減少、基準年度（2013（平成25）年度）から26.1％減少している。

・2022（令和4）年度に電力の消費量が減少し、重油、都市ガスのエネルギー消費が増加した

が、結果的に、全体的のエネルギー消費量が横ばいとなった。

注）合計：軽油、重油、石油ガス、都市ガス、電力の合計値
出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図１３ 業務部門 主なエネルギー消費量の推移
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・基準年度（2013（平成25）年度）以降、床面積には大きな変化がないことから、事業活動に

大きな変更はないと考えられる。

注）合計：木造：旅館・料亭・ホテル、木造：事務所・銀行・店舗、非木造：事務所・店舗・百貨店・銀行、非木
造：病院・ホテルの合計値

出典：固定資産に関する概要調書（家屋）

参考図１４ 業務部門 床面積の推移
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３ 家庭部門

（１）排出状況

参考表６ 家庭部門 二酸化炭素排出量
（単位：万t-CO2）

・2022（令和4）年度の家庭部門の二酸化炭素排出量は502万t-CO2 で、前年度（2021（令和

3）年度）から6.6％増加、基準年度（2013（平成25）年度）から16.8％減少している。

・2022（令和4）年度の排出量の燃料別構成では、電力が75.4％を占め、次いで石油ガス（LPG）

14.5％、都市ガス6.7％などとなっている。

出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図１５ 家庭部門 二酸化炭素排出量の推移

出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図１６ 家庭部門 二酸化炭素排出量の燃料別構成（2022（令和4）年度）
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（２）エネルギー消費量等の分析

参考表７ 家庭部門 エネルギー消費量
（単位：ＴＪ）

・2022（令和4）年度の家庭部門のエネルギー消費量は51,825TJで、前年度（2021（令和3）

年度）から4.5％増加、基準年度（2013（平成25）年度）から8.3％減少している。

・家庭部門の主要な排出要因は電力（2022（令和4）年度の構成比：75.4％）である。

・電力事業者の二酸化炭素排出係数は減少（排出係数：2013→2022 △16.4％）にともない、

電気のCO2 排出量も基準年度（2013（平成25）年度）から△12.3％減少している。

・世帯数は基準年度（2013（平成25）年度）から増加しているものの、家庭部門の排出量は減

少傾向にあった。ただし、電力使用量は2020（令和2）年度を境に増加傾向にある。

注）合計：石油ガス、都市ガス、軽油、電力の合計値
出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図１７ 家庭部門 主なエネルギー消費量の推移
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34

出典：静岡県推計人口（静岡県）・温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図１８ 家庭部門 県内世帯数と世帯当たりエネルギー消費量

・少子高齢化、社会的流出に伴う人口減により、県内人口は基準年度（2013（平成25）年度）

から2.8％減の361万人となっており、2020（令和2）年度から一人当たりのエネルギー消

費量は横ばい傾向が続いている。

出典：静岡県推計人口（静岡県）・温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図１９ 家庭部門 県内人口と一人当たりエネルギー消費量
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４ 運輸部門

（１）排出状況

参考表８ 運輸部門 二酸化炭素排出量
（単位：万t-CO2）

・運輸部門は二酸化炭素排出量の20.9％を占めており、産業部門に次いで排出量の大きな部

門である。

・2022（令和4）年度の運輸部門の二酸化炭素排出量は598万t-CO2 で、前年度（2021（令和

3）年度）から6.6％増加、基準年度（2013（平成25）年度）から12.4％減少している。

・2022（令和4）年度の排出源別の構成は、自動車（軽乗用車、乗用車（自家用・営業用）、貨

物車、バス）が95.0％（569万t-CO2）を占め、その他の交通手段（鉄道、国内船舶、国内

航空）は4.9％（29万t-CO2）である。また、自動車では、貨物車（41.6％）、自家用乗用車

（36.0％）、軽乗用車（16.5％）が多く、乗用車（軽乗用車、営業用・自家用乗用車、バス）

でまとめた場合は53.4％（320万 t-CO2）である。

・運輸部門の主要な排出源である乗用車（営業用・自家用）、貨物車の二酸化炭素排出量は、

基準年度（2013（平成25）年度）から減少している（乗用車（営業用・自家用）：▲24.4％、

貨物車：▲5.3％）。

注）合計：自動車（軽乗用車、乗用車（営業用・自家用）、貨物車、バス）、鉄道、国内船舶、国内航空の合計値
出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図２０ 運輸部門 二酸化炭素排出量の推移
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出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図２１ 運輸部門 二酸化炭素排出量の排出源別構成（2022（令和4）年度）

出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図２２ 運輸部門 二酸化炭素排出量の推移（主要排出源）

軽乗用車

16.5%

自家用乗用車

36.0%

営業用乗用車

0.7%

バス

0.2%

貨物車

41.6%

国内船舶

2.9%

鉄道

1.5%

国内航空

0.5%

263

249
291

220

89

99

0

50

100

150

200

250

300

350

400

(万t-CO₂)

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

(年度)

貨物車

乗用車（営業用、自

家用）
軽乗用車

乗用車 53.4%

（軽乗用車、自家用乗用車、
営業用乗用車、バス）

▲24.4％

▲5.3％

11.2％

基準年度

(2013(平成25)年度)比



37

（２）エネルギー消費量等の分析

参考表９ 運輸部門 エネルギー消費量
（単位：ＴＪ）

・2022（令和4）年度の運輸部門のエネルギー消費量は87,832TJで、前年度（2021（令和3）

年度）から6.7％増加、基準年度（2013（平成25）年度）から12.4％減少している。

・運輸部門の大半を占める自動車（軽乗用車、乗用車（営業用・自家用）、貨物車、バス）の

エネルギー消費量は、基準年度（2013（平成25）年度）を下回った状態にある。ただし、新

型コロナウイルス感染症の拡大防止対策としての外出自粛等が緩和されことや経済回復に伴

う配送需要の高まりにより、2022（令和4）年度のエネルギー消費量（87,832TJ）は前年度

（2021（令和3）年度：82,324TJ）を上回っている。

・運輸部門の主要な排出源のうち、乗用車（軽乗用車、乗用車（営業用・自家用））の二酸化

炭素排出量が基準年度（2013（平成25）年度）から減少した要因は、軽乗用車の普及（2013

→2022；＋12万台、＋15.5％）、乗用車（営業用・自家用）の保有台数の減少（2013→2022；

△ 6万台、△ 4.1％）、平均燃費の向上などが考えられる。

・運輸部門の主要な排出源のうち、貨物車からの二酸化炭素排出量が基準年度（2013（平成

25）年度）から減少した要因は、県内交通状況の改善、物流の効率化（10tトラックの増加

など）、人手不足等による貨物車の保有台数の減少（2013→2022；△ 3万台、△ 6.2％）な

どが考えられる。

注）合計：軽乗用車、乗用車（営業用・自家用）、貨物車、バスの合計値
出典：温室効果ガス排出量算定調査（静岡県）

参考図２３ 運輸部門 主要排出源の自動車（軽乗用車、乗用車（営業用・自家用）、貨物車、バス）のエネ
ルギー消費量の推移
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参考図２４ 運輸部門 軽乗用車・乗用車（営業用・自家用）・貨物車の台数推移

注）10.15モード燃費値（市街地・郊外を想定し、燃費1ℓの走行距離を計測。H23以降は、より実際の走行パターン
に近い測定法「JC08モード」に移行済。）

出典：自動車燃費一覧（国土交通省）

参考図２５ 運輸部門 ガソリン乗用車の平均燃費値の推移
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